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1 はじめに 
本発表では, 筆者らが 2023 年 1 月-3 月にかけて遂行した登録モニター型 WEB 調査の経緯と

データ解析の初期的考察について報告する. これは, 登録モニター, 調査過程, 各回答者の回答所

要時間を含むメタデータ, 省力回答者, AI ボットの混入の可能性, 調査会社の統計的配慮等々を

含む, オンライン調査の実態についての知見を収集するために進められた. この過程で, 省力回

答者の検出のためのトラップ質問作成をも工夫した.  
従来, この種の非確率的データ収集の問題点は主として統計的代表性について中心にとりあげ

られてきたようだが, 調査を進めるにつれて, それ以前の問題として, 調査主体が特に要請しな

いと, 調査会社はデータの質評価のための基礎情報を必ずしも提供してないのが常態のようであ

ることに驚いた. このままでは, 仮にオンライン調査で信頼できる有益な情報が含まれていると

しても, それを理論的に支持することを困難であることが認識されてきた.  
 
２ 歴史的経緯 -「科学的世論調査」と, 登録型モニターによる非確率的標本抽出調査- 
戦後の「1 人 1 票の民主主義」の発展のために, 官民学の調査関係者が住民基本台帳や選挙人名

簿等を用いて確立してきた「科学的世論調査」の方法は, データの質において世界的な高水準を保

ってきた(吉野, 2022, 2023). ここで「科学的世論調査」とは統計的無作為標本抽出法に基づき標

本誤差が計算できることである(林, 1981). しかしながら, 調査における有効回収率は, 国政選挙

の投票率と並行するように, 特にこの 30 年ほどは急激に低下し, 十分な高回収率を前提とする統

計的無作為標本抽出理論からは遠ざかってしまっている(吉野, 2011). 現状は, 母集団（有権者全

体の意見）の推定ではなく, 母集団全体をどこまで反映しているのかは明確でない, 回収層のみの

意見分布の報告となっている. 調査に関心のない(協力しない)者は, 選挙で投票しない者と同じ

く, マスコミも政府も政治家も視野に入っていないかのごとくである.  
筆者らは, 「調査のデータ科学」を展開すべく, 人々の調査協力態度を計測する尺度や指標を模

索し, 各種調査モードによる回収データの統計的代表性及び回答傾向の比較, 統計的確率抽出調

査と非確率抽出調査との補完的活用を探索し始めている. 特に, 各種調査モードの回答者の特性

及び調査トピック毎に各調査が捉える回答者層の差違を追求することに努めている（これまでの

非回収層バイアスに関する研究は吉野(2022）を参照せよ).  
本発表では, 従来の「科学的世論調査」とは著しく異なる登録型モニターWEB 調査の実態を研



究するために, 民間調査会社 2 社(CM 社, IM 社)に委託し 2023 年 1 月中旬から 3 月末にかけて独

立に遂行された 3 つの調査について報告する. いずれも国勢調査データに沿って性別・年齢層の

割当法により予め指定された標本サイズの回答データを得た. これらは, 登録モニターを用いた

非確率標本調査であり, 「1 人 1 票の民主主義の世論調査」には沿わないもので, 有権者全体を母

集団とする統計的無作為標本抽出でもなければ, また登録モニター全体を母集団とする統計的無

作為標本抽出ともなっておらず, 厳格な統計的視点からは「回収データが一体何を代表するか」は

直ちには何も言えない (大隅, 2010). 調査のプロは, 統計的無作為標本抽出法に基づく母集団推定

のための「調査」に対して, そうではないものを「アンケート（調査）」と称し峻別している. そ
の意味で, 仮に登録型モニターからいくら巨大な数のデータを回収したとしても, 「アンケート」

のデータである. この種の登録モニター型オンライン調査は安価でごく短期間で調査が完遂でき

るため近年多用されているが, 統計的代表性に十分な配慮が払われぬまま, 数字の一人歩きの皮

相的な分析が蔓延ってしまっている危惧がある. しかし,この種のデータを切り捨てて排除するの

は簡単なことであるが, 筆者らは, そのようなデータにも潜む有効な情報を抽出する努力も試行

すべきと考え, 検討を進めている.   
  
3 モニター登録型 WEB 調査の実態 
吉野（2022）に基づき, 各種の調査・社会調査データの未回収バイアスの研究の一環として, 理

論的には最も問題が多い登録モニター型オンライン調査の試行が, 以下の 3 つち遂行された.  
1「日本人の日常生活の意識」調査(CM 社調査 2023 年 1 月 11 日―12 日)  
2 消費生活価値観調査（CM 社調査 2023 年 2 月 27 日-28 日） 
3 環境配慮行動に関する意識調査(IM 社調査 2023 年 3 月？日) 
例えば, 調査 1 では, 調査会社の説明では, リサーチアクティブパネルと称する約 496 万人の

登録モニターからサンプリングすることとなっている（ただし, この「総数」と実際の調査依頼発

送におけるサンプリングリストは著しく異なる）. 個別の調査の対象条件を考慮し, 過去の回収率

（調査協力率）(例. 20％)も考慮して, 予め定めた回答者数（例. 1000 人）を目途に条件を満たす

相応数の人々（例. 5000 人）へ依頼メイルを出し, 目標数に到達するまで調査を継続する. 調査 1
では国勢調査の人口比（総務省 HP 参照）にそって, 男女別に 18-29 歳, 30-39 歳, 40-49 歳, 50-
59 歳, 60-99 歳の 5 つの年齢層で総計 1000 人 (実際には比率にそった人数を整数化した 1010 人

が回収目標) からデータを収集する目的で, 初回配信は当該の条件を満たす 5143 人（配信総数）

へ依頼通知し, 規定数の性別・年齢層別に目標数の回収ができるか, 1，2 日様子を見て, もし未達

成であれば, さらに依頼サンプルを追加していく計画であった.   
年齢層の分類については, 調査 1 では最高齢層を 60 歳-99 歳としたため, 高齢化してしまって

いる日本では計画サンプルとしてその層だけで 40％もあり, 1 つの層として扱ってよかったのか, 
事後に問題となった. 例えば, 怪しい「90 歳代」の回答者が含まれていたこともあり, 調査 2 と 3
では年齢上限を設けた. （WEB 回答者としての正しい回答か否かを考慮すると年齢制限は妥当だ

ろうが, 世論調査の母集団としてはこの制限は問題である. ）調査１では, 依頼は 2023 年 1 月 11
日 20 時に配信し, 翌日 10 時 49 分に中間報告として, 割当層の女性の 18-29 歳と 30-39 歳と 60



歳-99 歳は既に完了したが他の層の回収を待ち, 同日 15 時 31 分に全ての層で完了した. 今回は

初回配信 5143 人分のみで目標数が回収できたので, 追加配信はなかった. 全体として回収率は

19,6%である. 統計的無作為標本抽出でなく, 登録モニター全体への発信でもなく, また登録モニ

ターからの統計的無作為抽出でもなく, モニターのうち, 近年も参加している「アクティブモニタ

ー」から適宜選ばれた人たちからの回答としても極端な低回収率なので, 統計的な意味では何ら

かの代表性に繋がるとは考えがたい. とにかく登録モニターの中に特定の質問に特定の回答をし

たものが幾人いたかという「実数」として, アンケート調査の報告である. 母集団全体や登録モニ

ター全体は勿論, 依頼発信した総数に対する推定には, 未回収層バイアスに関する深い知見など

特別な情報や条件がない限り繋がらない.  
調査 1 では極端な短時間で完了する者があまりにも多く , 省力回答者がかなり多いのではない

かとの懸念が生じ, 大森（2021）を参考に不誠実な省力回答者を検出する試みとして，誠実な回

答者に対して調査が不誠実とならないような形式の「トラップ質問」を３箇所に導入し, １）一応, 
全体として誠実な回答をしていると思われる層と, ２）トラップ質問の全てにひっかったような

偶然は思えぬ不誠実回答の層, ３）それらの間のグレーゾーンにいる層を区別した. これらの 3

分類は, 性別と年齢についてのモニター登録時（適時更新あり）の記録と調査時点での回答との

整合性, 各回答者の回答時間等も勘案しながら, 総合的に検討するように努めた.  

詳細な結果は多岐にわたるので, 口頭発表する.  

 
4 登録モニター型 WEB 調査の利用 
この種のデータは, 何らかの母集団に対する統計的推測には利用できないので有権者や日本人

全体を調べるには不向きだが, それでも有益な利用へつながる可能性を試みに列挙してみよう.  
1. モニター集団を等質の 2 集団（複数集団）に分ければ, 質問文の wording の差違, 項目

の順序の効果などの実験比較調査 としては有効.  
2. モニター回答者をパネルとして固定し, 1 回目と 2 回目の調査間に特定の操作（学習, 事
件体験など）を入れれば, 調査結果の変化を見て因果関係の推測に役立つ. これを敷衍し, 固定

パネルでの時系列的調査 にすると, 母集団全体の統計的無作為標本抽出法を繰り返すよりも

有益なこともあろう.  
3. 多数者に協力を呼びかけて, その回答の中から, ごく少数でもよい が, 深い知見を持つ回答

が見つかればよいのであれば有効. (代表性はないが, 有益情報が見つかり得る. ) 
4. 母集団全体の中の比率ではなく, 該当する人の 実数 が分かればよいのであれば使える. 
市場調査で実際に 100 万人が「特定商品を購買したい」という情報があれば十分. （統計的無

作為標本抽出法では 標本誤差に消えてしまう特定の属性を持った人々を把握 するには有効. ） 
5. 特定の専門学会の会員全体への WEB 調査のように, 明確に特定された集団の全数調査

で あれば, 統計的推測の問題はなくなる（ただし, 回収率の問題は残る）.  
6. 選挙情勢予測 で, 世論調査で「誰に投票するか」の質問ではホンネとタテマエ, 未回収

層バイアスが絡むが, 非確率抽出の WEB 調査で「一番最初に思い浮かぶ候補者の名前」「提示

リストの中できたことのある候補者」など, 世間での認知度 を尋ねる方が, 当選者の予測には



有効の可能性がある.  
 

WEB 調査を「統計的推定」のために少しでも信頼できるようにする必要条件を試みに列挙す

る.  
1. 詳細なメタデータ （回答所要時間[開始, 終了時刻]等）や回答システム設計の詳細明示(不適

切な内容をしたり, 極端な短時間・長時間の回答の者を弾く, AI ボットの混入を防ぐ等). 
2. 最終納品物のみならず, 回収の中間過程報告, 完了時の データクリーニング前の全データ と, 

クリーニングの基準と過程. 性・年齢層別に回収率 の計算のために, 層別の依頼発送数, 中間

報告時の回収数の明示.  
3. 省力回答者のチェックのための工夫. 自由回答質問 や トラップ質問 の導入. 省力回答を誘発

するマトリクス形式質問軍は避け, 調査票画面は, 質問を 1 つ 1 つ提示する. 選択肢「わから

ない」は明示せず , 「その他（記入   ）」は用意し, この選択肢を選んだ場合は何か記入

しないと次へ進めない設計にする.  
4. 回答者は住民基本台帳からの統計的無作為標本抽出し, 葉書きの調査依頼などで調査サイト

へ誘導し回答を求める. （モード効果 には留意すべきだが, 世論調査における母集団の統計的

無作為標本抽出になるので, 回収率向上に努めることで, 厳密な世論調査に利用できる可能

性あり. ）最初のサンプリングで母集団全体をカバーしていないものでは意味がない.  
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